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広島港ふ頭再編改良事業



 

港湾事業の再評価項目調書 
 

 事 業 名 （ 箇 所 名 ） ふ頭再編改良事業（広島港） 

 実 施 箇 所  広島県広島市 

 該 当 基 準  社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要が生じた事業 

 主 な 事 業 の 諸 元 岸壁(水深12m)(改良)、航路・泊地(水深12m)、航路(水深12m)、泊地(水深12m)、 

ふ頭用地 

 事 業 期 間  事業採択  平成2７年度  完了  令和７年度 

 総 事 業 費 （ 億 円 ）  １０８  残 事 業 費 （ 億 円 ）  ７３ 

 目 的 ・ 必 要 性 広島港における近年の自動車運搬船の大型化への対応、大規模地震災害に対応した耐震強化岸
壁の不足等に対応するため、老朽化している宇品地区岸壁(水深10m)を岸壁(水深12m)（耐震）
に改良し、地域基幹産業の国際競争力の維持・強化、大規模地震災害時の輸送機能強化を図る。 

 便 益 の 主 な 根 拠 減載輸送解消による海上輸送コスト削減 

（令和８年以降予測取扱貨物量：完成自動車=14.7万台/年） 

 事 業 全 体 の 
 
 投 資 効 率 性 

 基準年度  令和３年度 

 B：総便益（億円） 269  Ｃ：総費用（億円） 97  全体Ｂ／Ｃ 2.8 

 B－Ｃ 172  ＥＩＲＲ（%） 10.9  

 残事業の投資効率性 B：総便益（億円） 269 Ｃ：総費用（億円） 63 継続Ｂ／Ｃ 4.3 

 感 度 分 析                 事業全体のＢ／Ｃ  残事業のＢ／Ｃ 
 需  要（-10％～+10％）    （2.5～3.0）   （3.9～4.7） 
 建 設 費（+10％～-10％）    （2.5～3.1）   （3.9～4.8） 
建設期間（+10％～-10％）    （2.8～2.8）   （4.3～4.3） 

 事 業 の 効 果 等 ・岸壁を改良することで、大型船舶が満載輸送可能となり、海上輸送コストが削減される。 
・既存ストックを活用した岸壁改良により、滞船コストが削減される。 
・岸壁の耐震化により、大規模地震発生時の緊急物資及び一般貨物の輸送コスト増大が回避さ
れる。 

・岸壁の耐震化により、震災時に損壊を免れることができ、復旧のための追加的な支出を回避
できる。 

 社 会 情 勢 等 の 変 化 大きな変化なし 

 主な事業の進捗状況  総事業費108億円  既投資額35億円  令和3年度末現在の事業進捗率33％ 

 事業の進捗の見込み 令和7年度の完了予定 

 コスト縮減や代替案 
 立 案 等 の 可 能 性 

試験杭の打設による支持力特性の把握の結果、支持力が発現する層の見直しにより鋼管杭の延
長を短くすることで、コスト縮減が図られる 

 対 応 方 針 （ 原 案 ）  継続 

 対 応 方 針 理 由 事業の投資効果が見込まれると判断できるため。 
 

 そ の 他 （その他の指標による効果） 
・輸送効率化に伴うCO2 , NOx 排出量の削減量を算出した結果、CO2:40% , NOx:40%を

削減することが可能となる。 
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１．今後の対応方針（案）

1

（１）再評価の視点

① 事業の必要性等の視点

１）事業を巡る社会経済情勢等の変化

◇ 大きな変化なし

２）事業の投資効果

費用便益比（Ｂ／Ｃ） ＝ ２．８（事業全体） ４．３（残事業）

３）事業の進捗状況

◇総事業費 ： １０８．０億円 （既投資額 ： ３５．２億円）

◇残事業費 ： ７２．９億円

◇事業進捗率 ： 約３３％（令和３年度末見込み）

②事業の進捗の見込み

◇令和７年度完了予定

③コスト縮減や代替案等の可能性

◇支持力が発現する層の見直しにより鋼管杭の延長を短くすることで、コスト縮減を図る。

（２）港湾管理者（広島県）への意見照会結果

◇対応方針（原案）については、異存なし。

広島港では、近年の自動車運搬船の大型化への対応、また、大規模地震発生が危惧される中、緊急物資の輸送や企業の事業継

続を確保するための耐震強化岸壁の確保が重要となっております。したがって、事業評価上の事業費の増額についてはやむを得な

いものと考えますが、引き続き、更なる事業費の精査を行いながら、最大限のコスト縮減に努めていただくとともに、早期完成にけ、

確実に整備を進めていただきたい。

【今後の対応方針（原案）】

◇上記(1)、(2)の各視点により、事業の投資効果が見込まれると判断できることから継続が妥当。

◇今後の事業実施にあたっては、コスト縮減に努力しつつ、効率的な事業実施に努める。

広島港ふ頭再編改良事業
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２．再評価の重点化・効率化判定票

2

広島港ふ頭再編改良事業

項 目
判 定

判断根拠 チェック欄

事業を巡る社会経済情勢等の変化

事業の効果や必要性、周辺環境に変化がない 大きな変化無し
変化なし
■

変化あり
□

前回評価からの事業費・事業期間の増加 増加なし
10％以内
増加

10％超え

事業費の増加 全体事業費：92億円（H30評価時） → 108億円（今回評価時） 17％増加 □ □ ■

事業期間の増加
平成27年～令和3年（7年：H30評価時） → 平成27年～令和7年（11年：今回評価
時） 57％増加

□ □ ■

前回評価からの費用対効果分析に関する影響要因の変化等

費用便益分析マニュアルに変更がない なし
変更なし
■

変更あり
□

需要量の変化（需要量等の減少が10％以内） 13万台／年（H30評価時） → 14.7万台／年（今回評価時） 13％増加
10％以下
■

10％超え
□

下記のうち、一方もしくは両方を満たしている
・事業費に対して費用対効果分析に要する費用
が大きい
・前回評価時の感度分析における下位ケース値
が基準値を上回っている

直近3カ年の事業費の平均に対する分析費用 0.0％ ＜ 基準値（1.0％）
前回評価時の感度分析下位ケース 2.9 ≧ 基準値（1.0）

満足している
■

満足していない
□

前回評価で費用対効果分析を省略していない
省略していない

■
省略している

□

その他の事由（重点的な評価が必要な特別な事由） 今年度事業完了予定であったが、事業期間を延伸するため －

判定案：事業進捗等に大きな変更がある事業
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３．事業位置図

3

広島港ふ頭再編改良事業

事業位置
国際拠点港湾
重要港湾

仁保地区

広島空港

呉港

尾道糸崎港
福山港

広島港

広島県

N
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仁保地区

４．広島港の概要

広島港は、太田川河口デルタの先端に位置し、広島湾内に点在する島々や半島により、年間を通じて静穏
な天然の良港として、中国地方経済を支える国際貿易港として重要な役割を担っている。

【宇品内港地区】
・島しょ部との生活航路の拠点

【出島地区】
・中国地方の地域経済を支える
中四国最大の国際コンテナターミナル

【海田地区】
・主に自動車関連部品の輸送
を担うコンテナ取扱拠点

【廿日市地区】
・製造業の生産活動や市民生活を
支えるガス供給拠点

【五日市地区】
・完成自動車、産業機械の輸送拠点
・大型クルーズ船寄港拠点

4

【宇品地区、仁保地区】
・完成自動車の輸送拠点
・クルーズ船寄港拠点

広島港ふ頭再編改良事業
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完成自

動車
91.3%

産業機械
3.3%

自動車部品
2.2%

紙・パルプ
0.9%

鋼材
0.5%

その他
1.8%

輸出
449万トン

フェリー
36.1%

自動車部品
28.6%

完成自動車
25.4%

その他輸

送機械
3.5%

金属くず
1.9% その他

4.6%

フェリー
24.3%

完成自

動車
22.7%セメント

13.5%

砂利・

砂
9.9%

石炭
7.4%

その他
22.2%
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５．広島港の利用状況

港湾取扱貨物量の推移

出典：港湾統計年報及び広島県提供資料
品目別取扱量(令和1年)

5

広島港の取扱貨物量は、近年では1,400万トン程度で推移しており、主な取扱貨物は完成自動車や自動車
部品である。

出典：広島県提供資料

広島港ふ頭再編改良事業

完成自動車取扱貨物量の推移

移出
341万トン

ＬＮＧ（液化

天然ガス）
63.9%

自動車部品
5.5%

産業機械
4.1%

製材
3.2%

金属製品
2.8%

その他
20.5%

輸入
152万トン

内
貿

外
貿
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６．広島港の課題①

6

①自動車運搬船の大型化に伴う岸壁水深の不足

自動車運搬船の喫水調整状況
自動車運搬船の大型化の状況

出典：広島県提供資料

・近年、輸出向け自動車運搬船は大型化してお
り、特に水深12mを必要とする6万GT級の大型船
が主流となってきているが、6万GT級船舶の満
載に対応した岸壁は広島港に存在しない。

・現在、自動車運搬船は喫水調整（減載輸送）を
行い出港するなど、非効率な輸送を余儀なくさ
れている。

桟橋の老朽化状況

桟橋床版（下面）桟橋床版（下面） 桟橋（鋼管杭）桟橋（鋼管杭）

広島港ふ頭再編改良事業

・宇品地区の岸壁(水深10m)は、平成10年代まで
完成自動車の輸出拠点としていたが、昭和30～
40年代に建設された施設であり、経年劣化によ
る老朽化が進行している。

②既存施設の老朽化

-2.00

+4.38
H.W.L. +3.76

L.W.L. +0.03

-10.00

1：
2.0

+1.01

桟橋床版

鋼管杭

喫水調整

既設岸壁（桟橋構造）
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６．広島港の課題②

7

④大規模地震発生時の物流機能の確保

・広島港中央地域において、大規模地震が発生した
場合、背後圏住民への緊急物資の輸送及び周辺の
産業活動の継続に支障を来すことが想定されるた
め、耐震強化岸壁の整備が求められている。

③岸壁の不足による自動車運搬船の滞船が発生

・自動車運搬船に対応した岸壁不足により、自動車
運搬船の滞船が発生している。

自動車運搬船の滞船状況

広島港ふ頭再編改良事業

出典：広島港港湾計画

中央地域

西部地域

東部地域

広島市
西区（西）

広島市
西区（東）

広島市
中区 広島市

南区

広島市
東区

府中町

海田町

坂町

熊野町

広島市安芸区

広島市
安芸区

広島市佐伯区

廿日市市

（大野・廿日市地区）

（湯来町除く）

（本事業）広島港ふ頭再編改良事業
【耐震】

耐震強化岸壁（整備済）

耐震強化岸壁（計画） 対象地域

耐震強化岸壁の整備状況
-9-

MA369
長方形



７．事業の目的・概要 広島港ふ頭再編改良事業

事業の概要

撤去工事状況撤去前の5号上屋

現地の状況

岸壁改良範囲

5号上屋
岸壁改良に伴う上屋撤去

4号上屋
岸壁改良に伴う上屋撤去

8

広島港における近年の自動車運搬船の大型化への対応、大規模地震災害に対応した耐震強化岸壁の不
足等に対応するため、老朽化している宇品地区岸壁(水深10m)を岸壁(水深12m)（耐震）に改良し、地域基幹
産業の国際競争力の維持・強化、大規模地震災害時の輸送機能強化を図る。

事業期間

総事業費

評価前：平成27年度 ～ 令和3年度
評価後：平成27年度 ～ 令和7年度

評価前：92億円
評価後：108億円
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８．事業内容の見直し① 広島港ふ頭再編改良事業

9

（主な変更内容）土砂処分場への揚土方法変更・・・約4億円の増加事業

出島地区Ⅲ工区（当該事業の土捨場）が平成30年7月豪雨災害で発生した災害土砂の受入先となり、出島地区Ⅲ工区では
災害土砂の受入が最優先とされたため、災害土砂の搬入期間は浚渫工事の発注を見合わせた。

また、災害土砂受入後の土捨場の現況を踏まえ揚土方法についても見直したことで、事業費が増加した。

平成30年7月豪雨が発生

土砂処分場出島地区への災害土砂投入がR2d末に完了

土捨場の埋立が進み、水域が減ったことからオーバーフ
ローにより濁りが外海へ出る恐れがあり、土砂に水分を多
量に含むバージアンローダーによる土捨方法は不適切と
なったため、当該事業の浚渫土は、空気圧送での土捨てに
見直した。
・・・約4億円の増加

土砂処分場出島地区への災害土砂投入を開始H30.8

災害土砂を各処分場で受入

災害対応のため、災害土砂の搬入期間は
浚渫工事の発注を見合わせた

バージアンローダ船 空気圧送船

当初の投入可能箇所

現在の投入可能箇所
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広島港ふ頭再編改良事業８．事業内容の見直し②

（主な変更内容） 災害による工事発注の遅れ・・・事業期間の延伸

10

上屋撤去は、建築工事であり、施工に際して下請業者として、地元企業が従事する工事である。発注当時、多くの地元企業
が平成30年7月豪雨災害における災害復旧に従事しており、地元の技術者が不足していたため、年度内の工事発注が困難と
なった。そのため、工程が大幅に遅れることとなった。

県営上屋５号 撤去開始

県営上屋５号 撤去完了

（当初工程）上屋撤去作業

県営上屋５号 撤去開始

平成30年7月豪雨災害

県営上屋５号 撤去完了

（変更後工程）上屋撤去作業

平成29年度

平成30年度

令和元年度

平成29年度

平成30年度

令和元年度

令和２年度

第4バース L=200.14m

4.45

A'

A

県営上屋5号
県営上屋4号

平面図

第3バース　L=170.00m

東側取合取付

L=26.60m
西側取合取付

L=29.40m

耐震岸壁必要延長  L=260.00m

FT1FT2FT3FT4

美装㈲
やしき

Ｍ
Ｍ

低圧配電盤

高圧受電盤

ビット ビット ビット ビット ビット

資材置場

宇品外貿くん蒸上屋

(As)

(As)

(As)
(As)(As)

(As)

(Co)

(Co)(Co)

(Co)

(Co)

(Co)

(Co)

(Co)

(Co)

(Co)

(Co)

(Co)

(Co)

E ナンブカン27H8

警備員詰所WC

VPφ300

VPφ200 VPφ200 VPφ200 VPφ200 VPφ200 VPφ200

階段

(As)

資材置場

E ナンブカン 27H17
T 港湾六　14

E ナンブカン 27H18
T 港湾六　15

(Co)
(Co)(Co)

(As) (As)VPφ300

VPφ200VPφ200VPφ200VPφ200VPφ200 VPφ200 VPφ200 VPφ200

救命用具保管庫

階段

BP
NO.13 NO.12 NO.11 NO.10 NO.9 NO.8 NO.7 NO.6 NO.5 NO.4 NO.3 NO.2 NO.1NO.14

(3.76)

4.57

3.92

(3.81)

4.49 4.52 (3.90)

(4.17)

(4.42)

(3.96) (3.97)

(4.18) 4.38

3.99

(4.31)

(4.13)

4.62

4.34

4.67

(3.92)

4.66
(4.33)

(4.04) (4.06)

(4.34) 4.66

4.23 (3.85)

(4.05)
(4.35)

(3.60)
4.13

3.95

4.10

4.13

4.26

5.37

5.36

5.37

4.22

4.19 3.89

(3.77)

4.43
4.24
(3.66)

4.22

4.17

4.10

4.27

4.29

4.41

3.99

4.00

4.00

4.41

4.11

4.17

3.89

4.35

4.32

(3.91) 4.25

4.31

(3.95)

4.31

(3.92)

4.30

(3.88)
4.45

(3.86)(3.91)

4.63

4.25

3.90(3.95) (3.96)

4.31

3.48

3.52

3.93
4.17

4.90

5.18

5.09

5.52

4.70

4.71

4.64

4.68

4.654.64

4.60

4.67

4.57

4.64

4.67

4.68

4.50

4.824.83

4.65
4.53

4.63

4.62
4.71

4.70

4.54

4.57

4.55

4.55

4.55

4.56

4.54

4.53

4.54

4.55

4.56

4.57

4.57

4.51 4.55

4.66

4.53

4.54

4.57

4.51

4.82

4.55

4.56

4.55

4.54

4.55

4.53

4.57

4.56

4.54

4.56

4.57

4.56

4.82

4.56

4.57

4.54
4.54

4.55

4.54

4.56

4.81

4.58

4.57

4.57
4.90
4.57

4.444.58
4.69

4.88

4.30

4.51
4.49

4.28

5.34

4.33
4.37

(3.94)

4.38

(4.07)

4.28

(3.86)

3.76

(3.74)

(3.30)

(3.46)

(3.46)

4.09

4.61

3.64

5.04

4.78

4.65

4.34 4.78

3.73 4.61

5.27

5.27

5.17

5.21

(3.90)

5.27

4.89

(3.61)

(3.18)

4.65

3.62

3.89

4.14

3.72

4.65

3.49
3.31

4.17

4.40

4.36

3.83

3.56

4.57

4.63

4.44

4.53

5.23
4.49

4.39

4.39

4.51

4.50

4.35

3.74
3.68

2.62

2.62

1.31

1.64

0.86

1.31

1.36

2.51

FT24
H=4.528

H=4.570

FT23
H=4.222

H=4.613H=4.713

FT22
H=3.869

FT21H=4.300

FT18
H=3.745

H=4.507

宇品
H=4.572

E ナンブカン 27H16
T 港湾六　13

E ナンブカン 27 左15
T 港湾六 12

室外機

室外機

E ナンブカン27　左14
T 港湾六11

E ナンブカン27　左13
T 港湾六10

鉄板

自販機 自販機

倉庫

T 港湾六6R2

雨
止 止

(Co)

止

(Co)

（捨石）

プロパン

(Co)

(As)

(As)

(As)

(Co)

Ｍ

汚 汚 汚

鉄板

鉄板

階段

駐輪場

(As)

(As)

桝

M

階段

(As)

(As)

自販機

倉庫

日本通運㈱

4.39

4.50

4.56

4.59

4.57

4.60

4.60

4.49

4.33

4.26

4.48

4.60

4.66

4.62

4.48

4.54

4.58

4.594.51

4.49

4.44

4.38

4.59

4.674.654.67
4.57

4.37

4.46

4.47

4.494.50

4.48

4.43

4.36

4.23 4.38

4.674.67

4.57

4.37

4.56

4.68

4.65

4.37

4.40

5.01

4.45

4.53

4.54

4.53

4.41

4.66

4.67

4.85

4.62

4.54

4.66

4.61

4.81 4.84

4.59

4.60

4.77

4.59

4.82

4.69

4.70

4.724.71

4.69

4.68

4.70

凡例

平成29年度施工箇所

平成30年度施工予定箇所

令和元年度施工予定箇所

令和２年度施工箇所

令和元年度施工箇所
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８．事業内容の見直し③

（主な変更内容） 上屋撤去跡地における現状不一致・・・約12億円の増加、期間の延伸

上屋撤去跡地については、上屋を撤去するまで詳細な調査ができなかったため、当該箇所の施工中に設計条件と現場との
現状不一致が発生し、事業費の増加及び事業期間延伸が必要となった。

当初の地盤改良工法

現状不一致①・・・地盤改良方法の変更

地盤改良の配置検討に先立ち、地中構造物把握の
ため、県営5号上屋の撤去後に試掘調査を実施した結
果、既設のタイ材は当初想定を下回る設置幅（最小幅
0.65m）で配置されていた。
当初想定していた施工方法である静的締固め砂杭
工法のケーシング径は約1.2mであり、タイ材に抵触す
るため、施工区域の全域を対象として、タイ材配置最
小幅である0.65mでも施工可能となる砂圧入式静的締
固め工法に施工方法を変更した。

変更後の地盤改良工法

タイ材が斜めに入っている区間が多く、
タイ材間隔が最小幅0.65mとなっていた。

静的締固め砂杭工法
（SAVE-CP）

砂圧入式静的締固め工法
（SAVE-SP）

現状不一致②・・・鋼管矢板打設方法の変更

バイブロハンマにより鋼管矢板の打設を行ったところ、一部の鋼管矢
板において高止まりが見られたため、県営5号上屋の撤去後、土質条件
を確認すべく打設箇所における土質調査を実施したうえで、打設工法の
検討を行うこととした。
調査の結果、打設箇所は想定よりも固い地盤であったことから、油圧
ハンマによる打設工法に見直す必要が生じた。

また、後続発注工事も同様の工事内容を含むことから、検討結果を踏
まえ、現地に則した鋼管矢板の打設工法に変更する必要がある。

当初の鋼管矢板打設工法 変更後の鋼管矢板打設工法

バイブロ工法 バイブロ工法 ＋ 油圧ハンマ工法 11

広島港ふ頭再編改良事業

-13-

MA369
長方形



◆事業期間の見直し

８．事業内容の見直し④ 広島港ふ頭再編改良事業

12

事業期間 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7
上段：前回評価
下段：今回評価

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

H27～R3

H27～R7

H27～R2

H27～R4

H30～R2

R2～R6

R1～R3

R3～R7

R2～R3

R6～R7

H27～R3

H27～R7
全体

  本体工（鋼管矢板等）

岸壁(水深12m)(改良)

施設名

  撤去工（上屋撤去等）

　地盤改良工

  上部工・付属工

４年間延伸

○事業期間について、以下により平成27年度～令和３年度の事業期間から、平成27年度～令和７年度に
４年間延伸することとなった。

上屋撤去について、多くの地元企業が災害復旧に従事することになり、技術者不足により、工程が大幅に
遅れることとなった。

上屋撤去後に詳細調査を行った結果、設計条件と現場との現状不一致が発生し、地盤改良方法、及び鋼
管矢板打設方法を変更する必要が生じたため、工程が大幅に遅れることとなった。
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９．事業の効果

広島港仁保地区の輸出用岸壁は水深が10mであることから、満載での輸送に対応できておらず、非効率な輸送実態となっ
ている。本事業により、水深12mの岸壁が整備されることで、減載での輸送が解消される。

広島港仁保地区（水深10m）

60,000GT級の
自動車運搬船（減載）

Without時

With時

広島港宇品地区（水深12m）

60,000GT級の
自動車運搬船（満載）

広島港ふ頭再編改良事業

効果① 海上輸送コスト削減効果 244億円

【便益対象貨物】
仁保地区における既存岸壁で、積載調整して輸出している6万GT以上

の自動車運搬船による輸出台数。
便益対象貨物

※直近5カ年（H28d～R1d）の平均値

輸出先

輸出先

完
成
自
動
車
の
輸
出
台
数
（
万
台
）

広島港仁保地区に既に別の自動車運搬船が係留されている場合、後から入港した自動車運搬船は滞船を余儀なくされる。
本事業により、水深12mの岸壁が整備されることで、滞船が解消される。

Without時 With時

広島港宇品地区（水深12m）

効果② 滞船コスト削減効果 1.3億円

広島港仁保地区（水深10m）広島港仁保地区（水深10m）

滞船発生

滞船解消
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９．事業の効果 広島港ふ頭再編改良事業

効果③ 震災時の物資輸送コスト削減効果

効果④ 震災時の施設被害回避効果

18億円

6億円

14

岸壁の耐震化により、大規模地震発生時の緊急物資及び一般貨物の輸送コスト増大が回避される。

Without時 With時

被災地域

広島港

陸上輸送

徳山下松港
（緊急物資、一般貨物）

三田尻中関港
（一般貨物）

緊急物資

ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ輸送

緊急物資 一般貨物

海上輸送

被災地域

広島港

緊急物資 一般貨物

海上輸送

岸壁の耐震化により、震災時に損壊を免れることができ、復旧のための追加的な支出を回避できる。

Without時 With時

広島港

港湾施設の損壊を回避

復旧費用の支出回避

広島港

震災により、港湾施設が損壊

復旧費用の発生
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１０．投資効果

15

投資効果

※端数処理のため、各項目の金額の和は必ずしも合計とはならない。
※本表中の額は、令和3年度を基準年とし現在価値化した後のものである。

広島港ふ頭再編改良事業

要 因
事業全体 残事業

－10% +10% －10% +10%
需要量 2.5 3.0 3.9 4.7
事業費 3.1 2.5 4.8 3.9
事業期間 2.8 2.8 4.3 4.3

内容 事業全体 残事業

総便益(B) 269億円 269億円

海上輸送コスト削減便益 244億円 244億円

滞船コスト削減便益 1.3億円 1.3億円

震災時の物資輸送コスト削減便益 18億円 18億円

震災時の施設被害回避便益 6億円 6億円

総費用(C) 97億円 63億円

事業費 94億円 59億円

管理運営費 3億円 3億円

費用便益比(B/C) 2.8 4.3
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１１．事業効果（貨幣換算が困難な効果）

【①地域産業の国際競争力強化】
完成自動車の外貿貨物輸出の増加に適切に対応することで、地域産業の国際競争力強化が図られ

るとともに、国内自動車産業のみならず裾野の広い関連産業の生産体制の確保が図られることで、雇用
を含めた地域全体の活力向上が図られる。

【②地域の安全・安心の確保】
中国地方最大の都市であり、かつ中枢機能を有する広島市（人口119万人）中心部に直結する耐

震強化岸壁が整備されることにより、人命被害の回避、地域住民の生活の安全確保が図られる。
また震災時にも完成自動車をはじめとした物流機能の維持が図られ、我が国の産業活動の維持に貢

献できる。

【③環境への負荷軽減】
輸送効率化に伴うCO2 , NOx 排出量の削減量を算出した結果、CO2:40% , NOx:40%を削減する

ことが可能となる。

16

広島港ふ頭再編改良事業
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１２．前回評価時との比較

17

項 目
前回評価

（平成30年再評価）

今回評価

（令和3年再評価）
備 考

構成施設

岸壁(水深12m)

航路・泊地（水深12m)

航路（水深12m）

泊地（水深12m)

ふ頭用地

岸壁(水深12m)

航路・泊地（水深12m)

航路（水深12m）

泊地（水深12m)

ふ頭用地

変更無し

事業期間
平成27年度～

令和3年度

平成27年度～

令和7年度

工法の変更や災害等による整備工程の
見直し

総事業費 92億円 108億円
施工方法の変更

土砂処分場への揚土方法変更

総費用（C） 82億円 97億円
総事業費の見直し

現在価値化の基準年変更（H30→R3）

総便益（B） 264億円 269億円

取扱貨物量の見直し

現在価値化の基準年変更（H30→R3）

各種原単位の時点更新

費用対効果
（B/C）

3.2 2.8

広島港ふ頭再編改良事業
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広島港ふ頭再編改良事業

〔広島県への意見照会と回答〕
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